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Ⅰ　最近のアルジェリア経済
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11iiじ作詩した農業省付属のi孟！：＜1；農業経済学社会学研究

ivi丘 .3 （！＿）所長じhaulet犬人の好意で再ひ、同研究所に受

け入れても九ーコたか，そこの震点研究テーマも今や l浪

業革命JEあI) i農業革命」のーー環として作じれた「生

産t;bl,，］仙台Jや「下1:I:;c1' 義村」の調査に全ス々ソブが重!J

n-" ；／してL、た。
そこご「設業革命i八、の梨、の関心が次第に強主！）、ま

／こ'l'a1調責との関連か人の必要；こも迫られて． 1農業,11',:

命j のことを調べはじめたが、進行中であるfこけにまと

t. ーた丈献はなく， どくに実証~過程の具体的事j1;1J をとり

あげて、、る資半同、之Lいi';：.め；こ‘なかなか全貌を担保で

きなくてもどかし＼・＇，也レをしたの帰国 14:数カJJをれた現

{iむも、 fl、（／1理解は、士だi合］まってL、ないが、 「農業革

命｜が実に悩の広＼ ·.主たffil' 史的な~iiを t た問題を

¥, ＇ご L、うこどiこなし；きi土じ／／1たて

-}:fi'diでは‘ 1！、の見聞にl!l'1'.をまじえて．農業昂命の概

要を i企＼ろとともに、打、の内角干した~H IJで問題点を提示
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agricole とl.:; I τ ' i ， ：きち、；；：；「渋~｛ If命」

' L ・.コ

l .i；け 『·，• / ’市長汚」 1970;I:.? パザゴ11iH杭をち照。

I 最近のアルジエリア経済

7,1,,シ工に到着Lたのは，］974年10月初］め，私iこと v 》

ておよそ 5年ぶ JJの訪問であ〆，t:.この到着した当座は住み

なれた所に帰ってきたE＼•う思いが先fl 〆＇－，ご．こと－＂ ,, 

変化した上うには感じなか d , fこが，あちこ%と歩きli:iJり，

主た旧知の人々に印象を質問されて答を探しているうち

；二 f！、の印象も次第に整理されごきたロ 言でいえば．
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アルジエリア経済がさま~－まな意味で新しU、段階に入っ

たということEある。

fノレジェ市の中心部は、 もともと中層！プノレが林立しこ

いたために町並に大きな変化はないが，郊外には公共施

設，アパート群などの新しい建物がふえて，都市部が

段左拡大した。 PITを歩く土建物の補修，街路の，FI掃たど

は十分に手が届いていないが，商店の装飾が改められ簡

品が豊かにな v，ている。 blJf-1雑貨，繊維製品などは輸入

品に代わって国産品が出回りはじめた。 5年前は日本に

比べて日用品の値段が高いことに驚いたものだが，今度

l土カメラなどの特定高品を除けti，電気製品でさえ終日lj

に商いとは思わなかった。も。とも世界胞指のインブレ

凶がら来た旅行者にはそう感じられーにも，土地の人々に

いわせると，食料品を中心に物価上昇が激しく，イエア

レ感を強くもっているようだやた。ちょうど日本の年末

年始と［，，］様，，二家庭の減資需要が高まるラマグー〆（｜新1'.t

Jj)にぶつか ・C,たせいもあるが，値上りだけでなく，食

料品（食用油，野菜），洗剤lなどの品不足が目だち，質出

しに人そが苦労していることが議題iこのほってした。政

府は，物価を統制し，生活必需！忠に補助金を出して価格

維持をしているが，国際的なインフレの影響だけでなく

国内的にもインプレ要国がありすぎて物制上昇をくし、と

めることができない。私の滞在中にも，つk、に公務員の

給与の引上げ，ガソリン，酒類，郵便料金の位上げが実

砲された。

しかし全体としてみれば，アルジェ市民の生活水準が

向上したことは疑十のなし、と4ろである。町を歩いれ、

る人々の服装はよくな J B ているし，しストランむも家族

づれがふえてし、る。もともと風俗は自由な所だが，長髪

にジーンズの青年， ミニペ3パンタロンの1，良があふれてL、
るし，女の売二子が用力OL，ヴι－J!,えしで外出寸るrj:i年
婦人がt替えたことも日についた。またテレピの普及，就

学率のi,＇，］上は院さましヤものがある。

そのほ面、都市環境はがな tj悪化Lてしまわだ。会共

輸送機関（とくにパス網〕は改善されているが，通勤圏

の拡大と乗谷増tニiむい＇） ljずに乗物法つねにiぬi,l，それ

が自家用車増に拍車をかけて，都心の交通渋滞が常態に

なってνる。問機のことが電話，郵便にも起4ってu、る

L，港湾の滞貨は政治問題にtでな 1 たが，し、わば構造

的な問題だから簡単に解決できるは子はなし、。きらには

住宅難，ホテノレ不足，断水など同種の話題には事欠かな

いし，騒音，排気 :Ifス、アJl.c ジェ；~の汚fたなど t進んで

いるように恩えた、それでも東京にi七べればn然の生活

環境は残きれているし，人々も主主害にはそ月大きな注管

を払っていない。つまり経済活動の急激な拡大に対して，

社会資本の遅れ7)＇目だちりじめ之が， ・N長期のが丸にな

ち，楽観主義が支配しているという感じなのである。

ところがアルジェを離れて，農村に入りはじめると，

豊かさのなかの荒廃と形＇＃マきそう II:,p象をう肘 i＝。 r~

村といっても私が歩いたのは，アlレジz周辺のミチジャ

平野と内陸平l)J（の穀f1ミ地帯のー叫にR良心れーζいるので，

-tzfιをするつもりはない。むしろ百1:1b近似の股引に， j 
レての印象というべきであるが，設備や機械が新しくな

っているのに、畑や果樹の手入れが誕i<, ！；.＂，民の語、欲え＂

後退してヤるようにt管われてならなか・Jt:こc そして村に

住みながらアルジェに通勤している人がふえ，者くて王手

門技能士主つ労働者 lトラクター運転L 修理l二石し

など）の離農がふえたことも予想以上であった。

ーのような唄象はむろんここ数年間に発生しにもので

はたく，弘が＇ Iんでいたとう時か「ラすでに兆i院があムわJ

ていた。しかし，その進み方はやはり予想をこえるもの

であり，｛主力，；，，、なか J た19fi9年から7,l年にかけーに7ルン

エリア経済のゴ的吃！ヒがふったように思；），iもてなら／こ

い。この時期は，ちょうど第1次4カ年計画（1969～73)

の実施期閣でふるか．とりわft1971年2月t勺フ？ンスぷ

石油会祉の国有化とi司年11月の「農業革命諸法令が日

換期を象徴する重要な事件であったとし、えるだろう。

l叫62干f,Jヲ独立以来．ア，，ジ Cc I）ア；士196；＇；年 6)j：こ政交

を経験しているが，経済政策の盤点は e賞して闘有化と

工業化にほかれてきfこ。独立に伴っC，悶庫から公社μ

団；こいとる公f七部r1iポ独立政府i二移行会されlての土手はL

めとして，所有者が国外に退去したために無主の財産と

た た外国人資産がii~用主れ， 1963年10月にはfltl：者T

含L・すべてのなト国人所有民地が同有化のJj宗となっ去っ

国有化された農場に「白土管理」と呼ばれる労働者管理

制度が導入されたo これが後』ニ冶ベる第 l;k土地改革て

ある（注I）。

1966年頃から外国系資本が支配してし、た鉱山，銀行・保

E丸商I；業部門の.i要企たの［t]j刊~7)；つぎつぎと実施主

れ 1971年2月のプランス系石油会社の［iii有化をもっγ

；基幹産業の国有化が泉本Iiヲに完fしたのである。基幹産

業し内経＇ii形態i士主として 国営二会社」でしい；） , J'L上 lハ｜トl

有化政策を通じて，外国系資本と外凶人の支配からのが’

放（アルジエリア化〕と公共部門の増大とが同時に進ん

T二、ことになる。

とれが第コの重点改策、工業｛じの前提条けをf1'，），会jlマ
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Ⅱ　第１次土地改革と農業生産
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第 1i表国内総生産

長
I 
鉱業.er.不ノレギ－
f:i主1，・天然ヲス
｜：十、組設

連 輸1-- - -, 

向業｜

（単位： 100万デ fナー）

一一「←一一一指一夜
1969（構成比） 1973（治成上；，） 1969二

I_ lOQ 

2,400(16.4)1 2,050( 7.6)1 85 
2，似.0(13.9)1 4,115(15.2), 202 
470( 3目1)1 540( 2.0)i 115 
2,610(17.8)1 6,000(22.2）！’ 2:m 
] ,020( 7 .0) i 3,420(12. fi) I 3:-l5 
600( 4.0)1 1,290( 4.8)1 215 
1,8似）(12.3)! 3,350(12.4)! lRti 
；入7α）（25.2)1 6,200(23.01 168 

合計，14,640(JOO:O) 126, 9邸 000.01 18-1 

（日J111i) L’Alge rie en quelques ch~グres 1974. 

部門主尊型というその性格を定めたといえるだろう。独

立後の数年間は，年次投資子算の）援をとってLゾこが， f, 

備的性格をもっ3カ年計画（1967～69）が策定され，つ

いで第1次カ 4年計画（1970～7ιl)とともに本信的た経

済開発が開始された。投資配分からみると，二つの計画

はいずれも工業部門優先であり＇ :lカ年計画ごは食占／，工

業，繊維工業，皮革工業に重量点があったが，第 l次4カ

年計llli［では製鉄・治金工業，石油化学工業に重点が移主れ

ている。工業化を促進するために重工業，とくに輸出競

争力をもちろる大波紋フ。ラントが重視され，資本財，半

製品の輸入が増加した。その結果、第l表のように石油・

天然ガスを支柱とし｝ζ医内総生産の増加がみられたが，

工業にもまして土木建設・運輸サービスの成長率が高か

ったiニとに注目したし、。それに対Lて；設業部門；土， i也の
部門に比べごその相対的地位が若Lく品I（退しt：だけでた

く，生産水準の停滞，低下さえも認められると＂己 'oーの

ような経済成長に伴ろ構造的不均衡の拡大が， すでにみ

たような現象となってあらわれたわけである。

1971年とv、う年は，石油国有化の影響tこよ円て石11!1注

出量，輸出入額が停滞した景気後退の年であったし，ア

ルジ仁 1）アが選択Lた工業化戦略からヤペて，部門mi・
地域間格差の拡大に対する大がかりな構造政策が必要で

あることは計画作成訂も｜分に忍識しくし、た。その対策

が「農業革命」にほかならない。同年12月に， 「企業の

社会主義的組織化忠市Jが発表され， ri_;1－；：；；会干！などの労

働者に経営参加の道を開いたが，その政治的意義は農業

革命とも共通点をし》てL心、

(ij 1) 船橋 r，ノレ ℃リマ性業、， i上会 j義部門

←ー土地改革と白主管w農場」 （『アジア経済』 1968
"P 1 Jl）。
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（注2〕 第1次4カ年長十闘の結果については， j；の

論文がよ：ま E主J て＇・ ' ；：，。

l t Jean-Claude Meki，“Realisation et financem自r
du pla且 quadrie【mal alg品riende 〔i己veloppement

1970哨73，”Magh，世b-Machrek・
1974, 

II 第 l次土地改革と農業生産

初めに「農業をとりまく条件が変わったjと述べたの

は，もとより工業化の進展と関連している。しかし農業

祁円の禍対的地位が1氏下「るのは避けムれないとして

も，農業生産がどうして停滞したのだろうか。その点で

1虫立｛をに実施された第1次十：地改革とその後の変化仁つ

いて述べておくことが， 「農業革命」の背景を理解する

上で必要だろ行。

独立以前のアルジエリアの農業生産構造を説明する際

に， Lii'しlf単純化Lて輸出む村商品作物生産に特fヒし
たヨーロッパ人入植者の農業L 自給自足的な性格をも
っアノL＇.，／ェ ＇） l人の農業の二重構造とνう概念が用νら
九て孝之。1%0～51年センサスによれば，第2畿のよう忙

ヨ一口ッパ人の平均経営面積が124ヘクタールであった

のにけLて、－，・Jレゾ工リア人の場今は12へクダ－，レであ

り，大きな格差があ。た。アルジエリア入所有地を対象と

するお2次土地改革，つ主り『農業革命jの実施段階の問

題意識からみると，アルジエリア人農業をすべて自給自

St:農業どみなすことは明らかに誤りであるが，ヨーロッ
パ人農業と比較すると平均値にみて経営面積だけではな

（経常l拘性格の差が顕著だ－－，たL‘独立運動の背景を理

第2表作Fl面積＼！J農業経営数（1950～51)（構成JU

ヨーロッパ人 ｜ アルジエリア人

1経営数｜空県警i経営数｜翌日脅
lへクタ I 2,393! 8001 105,9541 37,207 
fレ未満 I(10. !) 1 （一）I(16 8)1 (0 5) 

: s,0:19, 21,1s:-i, 332,529, 1,341,257 
1～ 10 I (23.o)I co.s¥l (52.1): (1s.2) 

I 5,5851 135,273! 167,1701 3,185,810 
10～ 50 1 c2s :o)I (5.o) c26_s)I (43.2, 

I 2,635; 186,8811 16，回011,096,136 
50～100 I c12 o)I C6.s) c2.6ll c1s.o> 
100ヘク夕 日，：38512司381,929 8,4991 1，時88,7:i(i
ーノレ以上 -. c29.oi1 cs1.4i1 c1.4ll c23.o) 

22,0:111 2. 726,666 630, 7321 7,349,166 
日計 I(100.011 (100_0)1 (100.0) (100.0) 

（出所〉 Rccenscmcnt agricole (1950 SI). 
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解する上では単純な一

1962年から63年に泊、けて，ヨーロゾパ入所有「農地のi司

有化，自主管理農場の創設が行なわれた。これを第1次

七地改革と呼んでおとろ。

ヨーロソパ入の土地占耳元は，有Ii民地支配の経済的社会

的基礎であり，アルジ且リアの民族運動は，土地を守る

幾民の抵抗運動に端を発しているのしたがゥでき持1次土

地改革の意義i土なによりもまず、ヨーロツ P、人勢力のー

掃という政治的意義にあったといわなければならない。

また「自主管理Jがもっていたイデオロギー的役割も軽

視することができない。

第3表，第4表では第1次土地改革の結果として作り

出された社会主義部門（すなわち自主管理農場〉と私的

部門（すなわち独立以前のアルジ工リア入典家〉との対

比を示してある。

自主管理農場の平均面積は1000へクタールをこえ，金

経営面積では全体の:-JO%にみたないが，ブドウ，柑橘類，

工芸作物などの換金作物の作付而積では高い比率を占

め，生産高をみると高い土地生産性を反映してその比率

が一層高ま J ，ている。まえ雇用についてみると， 1964～

第3表経営規模河農業従n数 (1964～65)
〔fi"i!1V:比%〉
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第4表部：門別作付師積と生産高 (1970～71)
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同年の調it'で社会主義部門では前勤労働者が 13万必ω
人，季節労働弁が5万2α)0人に対して、私的部門でほ， !'I

？営を含めた常勤労働者が90万人，季節労働者が14万6000

人とな勺てし、る（it1，。就業汗1人あたqの経営面械をυi

算すると，前者三，qz.sヘケヲーんに対して後者は5.6ヘ
ケザーノレとなる。

n上のことがり， cf;1次 i；地改革の結果，独立以前；｝）

ヨーロッパ人農業とアyレジ且リア人農業の格差が、その

まま社会主義部門と私的部門の二重構造に置きかえられ

たとし、えらし，？上会L義郎！守の：，；；；勤労働者は農業就業者
のなかでも雇用が安定し，所得が高いために，特権的な

地位にあるとし、われること占えあったα土地分配を要求

すぐ〉アルジェ 1)"j'人民民の社会（JZJ圧力；）：強かったtこも刀‘

かわらず，上記のような方式を選び，隣用増を抑えたの

は，非農業部門へのft漫供給と 1・お出むけ生花、こよる外11
稼得とし、う経済1'1包要おにごたえ乙ためずあるとされてい

た（注2）。

ところが第 1次土地改不の後，I士会1議部門の生産は，
独f［.以前のヨーロツバ人農業の水準に達したいだけでf仁

く，政府からのさまざまの援助にもかかわらず経営的に

安定せず，か字生！日し一〉づり•：＇.， o n主管理のJr;H引は＇，＇－くか
らくずれて国家統制が強化きれ 1968年以降ふたたび向

jj生の回復がはかられるが，経首的不安定性は変わムな

か、fこ。それはfルジェ 1）γ の経済体制jでit，自 i管JW

農場という生産単位は，経営資金，生産資材の供給と生

産物の販売を通ヒて同家ι勺コン iローらをι：7るたけーと
なく，国家統色iJの及ばないTii場条件に従属してV、三から

である。なかでも国内的には農作物の低価格政策と，｜説

際的には輸出Tj;J誌の閉鎖がtたる要因であ〆 3之。ヨ－ tl 

ッバ人農業の繁栄をちをえたブラシス市場における特恵的

地位は，独立後もフランスの利権を維持するために保証

されていたが， fルジェ lJ7政府が国千j化政策を進めて，

たびに，その報復措A置として狭められていった。その典

型がブドウ酒輸出であり，フランス市場をうたったブドウ

栽時は採算がll¥!hなくなるが， f1二付事：j慨を L.tうにもそ

れにかかる費用負担が大きく，またブドウに匹敵する精i

m訟を保必しうる作物はなかった。禁足労働者の立場か
らtなるを‘生r'r：号機）JIIさせともl['J益めJ持加！t＼招待できた

かったか九司所得はもっぱら就労日にリンケしており，

生産の場加よりも就労日の増加を実現1る！：.＇のに政府和

導に対する消倒的抵抗を続ける二とによEってLまv、た。

第1次土地改革直後に比べると，社会主義部門も変化

している。 1967年には，白土管理農場の土地主さし、て，

Bo 

1虫立戦争に参加したが定職のなヤ退役兵士をえ益者とす

る「退役兵［：生琵協同組合」が作九れたむその結県 民

主管理農場の経営面積，経営数とも減少したが， l司生援

協同組合も国家コントロールのあり方は同様であリ．社

会主義部門とみなされているコブドウ栽培面積は5万ヘ

クタール減少し，代わりに飼料作物の作付と家畜（とくに

JL牛）の飼養頭数がふえたc 雇用量は， 1970年には常勤

労働者17万人，季節労働者10万人に増加し， 1人あたり

の経i直面積は9へクターノレ弱に減少しに。社三主主義部門

の労働者い現金収入ニモ，私的部門のfri］規模の小農民に

比べて高水準にあるが，同量の穀物を稼得するための必

要労働量じある試算』こよれば，後すの1Ji倍であるUl.3）。

主た1971年現在で自主管理農場労働者の基準賃金じ l1::1 

あたり 8デ、イナー，平均就労日を250日として月収167デ

「ナーにおるが非農業部門でt土，月 ヰ＇－J600ディナーの

水準に達している。いまや特権的地位とu、う表現は，ほ

とんどあたらなくなqたのである。

これに対して、私的農業部門料、独立以前から農政当

局によって放置され，その実態さえも確められないまま

に，ともすれば一律に伝統的な自給農業としご扱われて

きた、第4夫をみても，穀物生産の比主主力主大きししか

もヘクタールあたり収震が低いことは確認できる。しか

し豆町，野ょ菜類，フド内：.：つ＇・、てね社会 i：義部門よ｝）も，

ケし乃高1J1{Gtをlお：fている L.第百表のように家畜ffol養

頭数は，圧倒的に私的部門が優位にある。また第3表を

九ると， 50へクツ－J'.,以上の経営数ががJ1万6500，平均
杭営面積は件4へ7タールである。以上のことから，私的

部門を一律に自給農業とみなすことが誤りである二とは

IV］らかであろう《私的部門につヤての研究は，依然とし

て十分ではないが．断片的な見聞から独立後の社会経済

的条件下であらわれた変化につU‘亡， 2, 3の事実をあ

グておこ日。

II 

第5表家 f.'i飼養減数（1969)
（単位： l,OOOBfl)

む会主義
川：主；主
義市：「＇j 私的部門 1 (', ,ii' ｜部門の割

作（%）

2出I ~ 
2.279 I ] 

’71:{ I 
5β 

103 , 

6 i 

15 285 
24 
2 262 
712 I 
57 
108 
6 

2 
1l1T 
y 、

月

lit－
ι
T
i

パ
Y
】

ヲ7f I 

（出所〕 Revue statistique ag1・icole, No. 12, 1971, 

p. 89. 
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第3に工業原料の供給問題。養夜，甜菜のように国際

価格の上昇から園内生産が振興された例はあるが，輸入

原料に比べるとおおむねコスト高であり，工芸作物の生

涯はそうE重視されていないように息われるα

:114 fこ良村落買力の問題。 3カ午計画後軽l二業の進展

戸山ざましいが、輸出競争力はなく都市の需要は応が浅

古た1970午代に入って化学肥料生産， トラクダー組

ii のは疋！？主市lJができ上がった。これらへの需要は，在来

い）ti：公主義郎門之けでは遠からず飽和l,¥¥:.:.i主する。

第5に雇用問題。 1966年の人口センサスによれば，ア

ルジエリアの総人口1210万人に対して，労働力人口は279

万人であり，その部門別構成は第6表のとおりであっ

た。センサス時に失業中の者は61万人であり，これに未

:,tY,t；－を加えたf:7万人がセンサストーの失業庁である。し
よlるしでLすスでi主就業者以外の女子を’＂.！；（；動力人II［こ数え

-t', l恥ll'f!li＇は非農業部門を含めて 57万人にのぼるので，

Jた業1/iJ起は七Lサスにあらわれた以i二に深刻な社会問題

びあ r Jたことはうたがいない｛注4）。 1973年の推定人口は

約1440万人であり，労働力人口の増加は少なくとも80万

人に達しているはずである。これに対して非農業部門の

斑用増は48万人（55万人という推定もある〉であるが，

その60%は政府部門とサービス部門の顔用増によるもの

であり，工業部門への新規投資による雇用増は7万人強

にすぎなか〉たむ同じ期聞に農村人口の都市への流出は

出 Jjヘて、示、：J，都市におりる失業同組は，工業化ととも

に ・Jピ＂ii干u,:11になったのである｛注5）。従米は外国とくにフ

／烹へのi臼抹ぎが，失業問題の安全弁とな η てヤたが．

政府間協定による削減，フランスでの人種差別事件の頻

発などにより，新規流出はすでに墜にぶつかってャた。

決工聞の所得格差，農業部門での過剰労働人口という条

件から，脱農化をくいとめることは不可能であるが，少

（此力人 i1 (1966°1ヒンサス） ( l結成比）

(1手｛cc: 1,000人〉

46.5 
(13 .2) 
( 0.8) 
(20.5) 
( 5.2) 
( 5.2) 
21.9 
6.2 
10.2 

第6表

1,299 
:=l68 
213 
572 
146 
425 
612 
172 
286 

社／;j：門
f_. I i営者
,;;-, .;;: jJ働者
ゲ苅1労働者
家族従業者
工業部門
サービス部門
不明ほか
米就業者

2,194 I 100.0 

(11',:Ti) Tab！どauxde l'economie alge門e,me197 3, 

p. 81 j,.ttぞ p.126より。
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独立直後から， 1954年（独立戦争の開始時〕以降の士

地売買を無効とL，またその後の土地売貿を禁じる法令

が出されていたが，予想される土地改革に備えて相続に

よる土地分与，所有地の細分化が進行した。新地主の多

〈は不一在地主であるが，小it:人に経d討をまかせ， トラク

ノ の賃貸や作物の販売をする二三；二よ J 亡手I］益をあげ

仁うとするものがあらわれた。またれ・.：：ttl総こそ小さし、

一政1n資金を借入れ， トラケケーを川人して，国内市
場の変動に鋭敏に対応する斗 ζ民主.，こ訂以｛した自作農

の階層がふえ，そのかたわら燦民の出稼ぎ兼業化さらに

は脱燥化も進行したといわれている。

第1次土地改革の後，私的部門，つまりアルジエリア

入所有幾地を対象とする第2次土地改革は，たびたび予

行されながら実施されなか..，た C 1%4{1 iこは，フランス

統治に協力した地主からの土地没収がジ＼定されたが，

19同年の政変後その方針は撤刊された。 1ヲ66年に土地改

め；1；~本法の草案が作られたが，その開始；土結局1971年ま

enちこさ ~l,ることになった。

どうして第2次土地改革の実施が遅れたか，そして

1971年になってどうして実施にふみ切引たか。公式発表

によれば，拙速を避けて組織的・技術的準備に時間をか

けたからであるという。また，ある人身の憶測によれば

現政権の基盤が地主層に依拠していろ六めに政権内部の

反対があったからだともL、うれ

政治i’i(J背景はともあれ，是長i斉白＇.Jずl'f1ミi、に JコL、てはIです

己iこ・／i投的に述べておいたが＇ ;¥'.'J:奇立1司＼jiijの

it ：ぢ，之ると次の点をf旨；寵でき λ

第Itこ食糧問題。穀物生産は気候条件による豊凶のi立

が大きく，独立後10年間に態勢的変化を認めることがで

きない。平均すると年産180万トンの水準に停滞している

が，消費量は1970年代初めで240万トンに遣した。不足分

は乳製品とともに輸入に依存しているが， :l.5%に達す

る人il i'll加率を考える自給料主ますます低ドするし，国

i漂泊lli怖の上昇によって，翰ぜ人伝lif名古、；Pヰr人j生，lj；者価格を上

1,-,1るようになった。青果，乳製品の需要別にみられるよ

うな消背水準の向上によるお要パ7ーング）ヲ，f化に農業生

成および流通機構が適応してL、tc，、。

第2に輸出問題。外貨稼得源としての農産物輸出の比

逗は， 1963年の31%から1971年には12%にまで減少した

が，品目別にみるとブドウ潜と柑橘類は，石油・天然ガ

スにつぐ地位を占めている。しかしフランスとの特恵関

係の解消後，地中海諸国との競（~にさらされることにな

n
 

p
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Ⅲ　「農業革命」諸法令とその実施過程
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なくとも都市の失業問題，住宅・交通問題が緩和される

まで脱農化のスピードを抑えることが議婆であった。

C＇と l) Rどvuestatist1ザueagrirnfr No. 2, l 付lo7わ

よひ No.5, 1968. 

(d: 2〕 たとえば Lazar也v,G.，“Autogestion agr-

icole en Algerie，” Etudcs Tiers ,¥1，οnde, 1965. 

C，主3) Ait Amara, H.，“Queleques酪詳しts,le 

la restructuration agraire，＇’ Revue algerinne, Vol. 

X, No. 1, 1973. 

( il: 4) Reen口ementgeneral de !,i popnl,it川IIet 

de l' habitat, 1966, pp, 102-113. 

(, I一5) RaJJJ,ort ge，山・,ildu II• iぜi111qu,id叫，}l
nal 1.974-1977, 1974, pp. 64一66.

III 「農業革命」諸法令とその実施過程

1971年11月8日に「農業革命憲章」と「農業革命法令」

が制定され，「農業革命」は実施第一歩を踏み出した。

「：志章jは， 1J'l守的にみて議会民主寵I］のi到でいえば「法

令」の提案理由にあたるものであり， I 残業革命」の背

景と意義を説明し，同時に「法令」の大綱を述べている。

「恋意jについては必要に）；／：＿：じてふれることにしはじ

めに「法令Jの第1条を訳出しておこう 1注1)。

「土地は，それを耕作する者に帰属する。土地を耕や

し，利用するItのみが，土地への権利をもっ。
J;'lc業革命の円i'i'Ji土，人聞による入院の搾取を根絶する

こと，効率的技術の採用によって生産を向上し，農業所

得の公正な配分を保証できる上うに土地および土地耕作

手段の利用を組織することである。

農業革命は，農村における生活条件と労働条件を根本

的に変化させることを巨標とする。J

つまり初めに原則を述べ，ついで社会的・経済的l1標

を示しているわけである。その中心は土地再配分にある

が，同時に土地国有化と集団耕作を推進する点に特色が

ある。以下で主要点を述べておこう。

(1）非耕作者の土地の全面収用。生産にみずから従事し

ない地主，耕作を怠る自作農の土地所有権は廃棄され、

その土地は収用される。ただし所有地の冷計が，濯椛J也

では0.5ヘクターノレ，非港紙地では5ヘクタールに達し

ない場合は収用の対象にならない。

12）耕作者の土地の所有帯j録。農地の所有面積は，所有

者が自家労働力で耕作しうる範囲内で，かつ農業所得が

年間250日間就労する自主管理農場の労働者の所得の3
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Htをこえない上うに制限され，制限をこえる土地は収用

される（注2）。（1）とともに有償収用であり， 15年償還の国

f/I-c・補償される。

1:3）土地凶有化。収用された土地は国有財産となり，他

のI~ ・公有地とともに「農業革命全悶フォンド」（Fond

National de la R釘olutionAgraire) iこ組みAit「〉れる

］地私有佑！Jそれ自体が否定されるわけではた十が，土地

を耕作しない場合は収用の対象になり，また貸借は原具iJ

として禁止される，相続することはできるが譲渡する場

川よ国が先貝械をもっ．という点で完全所有憶が否定さ

jもることになる。

(4）土地配分。同フォンドの土地の所有権ではなく，永

代用益権を，アルジエリア国籍をもっ，他に継続的収入

源がない土地なし農民と小農民に割り当てる。割当面積

は，年間250日就労する自主管理農場の労働者と同等以上

の所得を保証しうる水準に定められる。受益者は，土地を

耕作する義務と協同組合に加入する義務を負九有資格

者が多い場合，すでにその土地を耕作している農民，土

地のない退役兵士， i白j一町村の居住者のl頓に優先頃位が
あD，同ーj順位内でい扶養家族の多いものが優先する。

(5）実施機関。農業革命全国委員会（CommissionNat-

ionaled e la R釘olutionAgraire），拡大県人民議会，拡

大町村人民議会が組織主4l，各レヘ.，での方針iた定と執

行にあたる。また県と中央に，異議申立に対ナる裁定委

lJ.会（Com凶 derecours）が設置される。

拡大町本I人民議会の構成は，町H人民議会議見iこ加え
て，党（民族解放戦線〉，農民連合，退役兵土会，労働組

(t述合， μ,i＼人迎合，党青＇1部，などの大姉且織の代表か

らなってU、るのまた町1、Jiこは，町村役場の代表と；民業省，
財政省，水利斤の伎官からなる「技術委員会」が設けら

れ，さまざまな措置の技判的な準備にあたる。

農業革命」法令の制定後，多くの施行令が山された

が，なかでも集団耕作の原則との関連で1972年6月7日

の「農業協同組合法」が重要であり，簡単に形態別の特

徴を述べておく（注3）。

(1）共同経営農業協同組合（Cooperativeagricole 

<l'exploitation en commun）。「農業革命」の受益者3人以

ヒで結成でき，共通の作付計画をもh，生産手段の共同

利用，共同購入，販売を目的とするが，組合員はそれぞ

れの土地を耕作し，その成果を収益する。条件が整えば

(2)iこ移行するつ

(2）農業革命生産協同組合（Coop品rativeagricole de 

production de la Revolution agraire）。受益者5人以上
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で結成する本格的な生産協同組｛，であるつ組合員は土地

用益権と｛也（／）生産手段を出資L. nil. （「の労働iこ直接参加
するま品Fさがある η 出資に対する百己？乃はなく、ヴii!動力提供

i1k tこ応じて一定の前波子止と経＇Hll:Z益の配分企受けるの
::,jjJ¥J発集1-Jj(( ;roupemcnt de m同相、aleur；。 if社製

やu也改良が必要な場frに結成するtしケで句免税や浦jil;
企などの恩典があるn

(,1）共有者集団代；rourcnccnld'indi旧日air引）。共イfJ世に

おレて， iHf権1行のうわ直接耕作iこ従来する討に上 yて

結/J止される弓

(5）農民互助集r,:1(Groupemcnl d'cntriairle paysannel 

小f号Kによる互助組織。

(6）町村総会リーーピスilミ業協同組（＼－ （（、OOJ淀川ti,・ea戸n-

cole polyvalente communale de時打ice札各町村に一

つずつ結成される総台農協で信用・ l!足以・ l!fjι・'it・利用な

どの各種事業を行なう。治 1次土地改革こ I！実＇t革命l
の受益者団体は強制加入であるつ

(1）～（6）にi士、受益者以外にJ'J{1:,J誌も参加できるが土地

u:資にけする配当はなL、，.13）～，＿5）は.il?i日未llれへの準i1iii
段階という意味 0Pre-Coopera1iveと呼ばれ，条｛守が？

えば、生産i協1，，］組i守tこF害行寸る「仰のみがサーヒス農協で
あるが、 lji.なる農協であふとし寸以！ーに，.~政わ出先機

関と Lて大きな1党主1Jをljえ九れているわほかに寺内法1え

もあるが，なかでも農業存立命の受益者団体は， 「簿記符

T型車旺frl(Cooperative de comptahilit企etde gestion) 

に加入しなければならな＼ . ' 

「農業革命法令Ji土， 1971年11汀 1llから発効L，翌

年 1月に「農業革命全国評ぷ会jが設置されて， 「農業

革命lが開始された。実地過程は，ふつう Lつの段階に

分けて説明されているの

(1）第1段階。 1司会有地の配分（～197:-l年6月〕。

12）第2段階。私有地の再配分（～1974年末）

13）第3段階η ステッブヲ地帯の汝牧地と羊の再配分（19

75年～）.，

~3 段階』こ J川、ては、紅、の滞在中にはやぜ 3 と草案が発

長された段階であマ〉たの守省略するこどにL、初めのご

つの段階につし、て実施過程の 7ロノロシーを追ってみ上

う具体例に立ち入ることができなv、のは残念であるが，

I農業主苧命jの雰囲気をふる程！変伝えるこ Eはできると

思う（汗4ん

1972主f2月～ 1月。土地の自発的拠出運動び大臣をは

仁め要職にある人々が率先して所有地を「つ才〉！ごjlこ

拠Illした。

3Ji1Hl。土地所有者のげ（t地中J占開始。
：，月27ll。i主i.公有地の調査開始。！;l;i1T地．県有地，

町村有地のほか、［通公立機関‘国公会計の所有地も含ま

れ， δ らにア •L, シュ地位 5 －＇.ハブ内ス i也（注 6 ）も対象に含

主れている ο

t J J q,: ，＇いよ三 fちli..I斗営会社l織はによる拠金運動。

車令部1司法三「l分、 一般；土 1I 1分にあたる賃金を「7オ〉

ド！に寄付Lたぺ

いJJ1711 c 市Jlnlの土地配分τ ブウメヂ fン革命評議

会議長λずか「〉の手によ J Jて、農民に権利書が手波され

た〔見'Zな間会主土に議長h¥、L要人が山席して，演説

がirなわれる入

, rJ～円 IL学生有志の食付労力奉仕運動（夏冬の休

Ill立さ I＇.に組織されるにうになるが‘’＞ Y働力の確保という

上IJ11，食民と＇ P-9ととわ窓志疎通に莱たす役山jのほうが
た雪い工ろだ），

x ,r] :?41 l。：t,J同のパイロ、ソト村（社会主義村一一俺

J主l；白山て。

() JJ 府riο 第Iけの生産協同組合結成ュ℃。

10月Jf(トI，.私有地調査開始（翠年5Jlに終了〕

]'17:l午

,¥ JJ～4 )j C 占有2段階の準備終了。 「封：大町村人民議

三」から土地収用の汁象となるごと地所有者を排除し〔法

令第174条の適用），対仏協力者・大地主などからなる政

治 1）スト！；1己栽者Jから土地itz用にとりかかる上う指令ロ

日)1ハ全国農民連（，の支部およひ分二三の選挙開始η

H刀17日。第2段階の第 l回土地配分。

叫「］〉 「町村松台農協」第l同の開設式3

1974•1 

1可。 ζ干ソプ地帯♂1放牧調査開始。「緑の々、ム」（後

述）汁画発表。

9月， rl L符理f,lcJ.易の再編成着手c

JO)J l II，農産451流通機構の再編成c

11）］。箆民連会全凶大会。

狭義の土地改革（土地再配分〕だけでなく，さまさま

な措置が並行してlf:U，れたことがわかると思号。やはり

以下で）JjJJJ'な説明を加えておこう。

11）社会会義中Ji存（Villages口cialiaste，，初めはノ；イロ

ット村（Villagepilote）と呼ばれていたもので，社会生

活に必要な公共施設（役場，郵便局，診療所，学校、モ

スク 公衆浴場，尚！芦など〕を耐えた「主宅の建設計画で

あり， 「民業革命」の受益者などに無償で提供される「

平均戸数が250～500戸の村を全面で1000村を作る計画だ
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Ⅳ　「農業革命」の成果と問題点

1975090086.TIF
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が， 1975年2月末で19村が完成した。私も二つほどの

村を訪ねたが，住宅は 120平方£ートルくらャの3～4

LDKで上下水道，水洗使ffi，シャワ一室が完備してい

るし，公共施設もなかなか立派である。しかし村臼体は

生産単位ではないし，共同炊事，共同育児などをする生

活共同体でもない。

12）自主管理農場の再編成。自i＇管理農場の経科状態を

改善するために，耕地整理、統廃合により，最適視模を

もっ農場に再編成することを狙いとしている。アノレジェ

県で試験的に開始された段階であるが，きわめて大がか

りな事業であり，その前後で自主管理農場の経営条件が

大きく変化しfこ。

(3）流通機構の再編成。農産物の流通機構t土独立後たび

たひ攻草されているが，青果卸売市場は，仲貿人の支配

下にあり，政府統制がほとんど及ばなかった。それを町

村段階では「町村総合農協i、県段階では「青果協同温合J

(Cooperative des Fruits et山sL匂umes，略称 COFEL)

全国段階では「青果公社j ~Office des Fruits et des 

Legumes）という系統に統一することによって，価格と

供給の安定をはかろうとするものである。社会主義部門

と「農業革命！の各協同組｛tの出荷はすべてこの系統を

とおして行なわれる。

(4）緑のダム（BarrageVert) o サハラ沙漠の北進をくu、

とめるために，ステッフ。地帯に地中海岸に平行して幅20

キロメートル，長さ1800キロメートルの植林をする計画

である。

（日地域開発a社画。 「農業革命」以前から Jでに始まっ

ていたが，大規模な港殺・土地改良事業を中核とした総

合開発計画である。計画区域では， 「農業革命」の受益

者でなくても協同組合などに加入し，その計図I{.:'fX：う義

務を負う。

「農業革命Jの実施に伴う政治過程や技術的問題，財

政問題など，解明すべき点はいろいろ残っているが，本

稿ではすべて割愛せざるをえない。

（注1) ？キユトは， コグ，！）資料集をi羽LIニPr品si-

dence du （ノonseil,Revolusion agraire, : 1973〕98p.

（注2) 実施段階では自主管理農場の労働者の基準

所得を3000ディナーとして計算したので，年以9000デ

ィナ－J;よトと L、うこと Lこなるが，扶養家族数マ！とじて，

その 1.5f汗まで，つま判 1713500ディナ－HFに上限

が緩和された。

（注3) テキストは次の資料集に収められている。

Commission nationale de la revolvtion agraire, 
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Cooperation et revolutio明 agraire，〔1973〕215p.

t fニ拙稿「ア /l ンエ 1：アの農業共同化」（小倉武一掃『11

4、と世界の農業共1，，］続営』御茶Jラ水道房1975年所収）。

し14) 党.＇.l.j隊関紙 ElMoudjahidが1974年11/ j 

にクロノロジーを6凶にわたって連載した。

（注5〕 アノレシュ（Arch）地。部族共有地

tH: W:1「アルジ巳 ）－，.い土地政策j c.w 昭編『7..,) 
0, /Ui民地化と lj也if働問題』アジ 7桁済研究所 197:l 
年所収）

（注6) ハプウス（Habous）地。東のアラブでいう

りタフ。

N i農業革命」の成果と問題点

「農業革命」は，このようにさまざまな局面をもっ総

合政策であり，第l段階，第2段階ともに未完了の段階

でiJX:果を論じることは時期尚早である。しかし基本的な

性情はすでに明らかであり，いくつかの閣題点をあげて

おきたu、。初めに 1974年末の進行状況を整理してみよ

う（注I）。

第l段階，すなわち国・公有地の配分に関しては，割

当を終えた土地11n積は78万8詔4ヘケ守－iv，受益者は日
万3674人であったっ l人あたり平均14.7ヘクタールにな

る。米割当地が 141]f 4062ヘクターノレも残っているが，

うち耕地面積はわずか7万5113ヘクタールであり，残り

の荒蕪地についてはた槻模な開墾・土地改良事業が必要

であるとされてし、る、 1973年7月現在で20万人がf尖補者

として登録され、約Iβ万人が受益資格を認定され口、

た。耕地不足から，受益者が限定される結果になったの

である。

tr, 2段階，私1fJ也の，rt配分の前提として開始された土

地調貨は， 1974年4月末までに北部13県で約125万人．

南部2県で約5万人の調査を終えた。土地所有者の95%

近くに相当する。そのうち個人名儀のものが55%，共有

名儀のものが45%であり，一地片あたりの共有者は平均

3.4人であったη1973年11月の推定によると，その結果

は第7表のとおりである。土地収用の対象になるのは，

非耕作者と耕作者を合計して約5万人であるが，土地面

積についてはこの表だけから計算することはできなし、。

所有の細分化と共有名｛義の増加が明らかである。

ところが1974年一末、全国691田f村のうちその57%にあ

たる 392町村が執行を終えた際のデー守によれば，土地

収用の対象になりうるのは，所有者数で1万4457人，土

地面積では65万6647ヘクタールであった。その内訳は非
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第7褒私有地誘査結！＋~｝推定 (197:3年11 月〉

数 面 fw平均：数｜百分比

（人） （三：つ（三：タ）｜（人）｜面積

;W耕作者i ｜ ｜ ｜ 
制限以下｜ 809,441! 1,274,498 1.571 69.521 15.90 
制限以上i 34,0961 243,057, 7.13 2.931 3.03 
耕作者1 I I I 
上限以上｜ 15, 9961 l, 051,8531 65. 75i 1. 371 13 .12 
と下限範囲内｜ 9,9081 346,7801 35 I o.851 4.33 
F限以下1 294,9041 5,1凹，977117.301 25.331 63.63 

b、

" 

(/H所）

I，胤判制7,Hill 6削irno.~100.00
Terre et P問gres,ma四 1974,p. 32. 

耕作者が9669人， 30万9713ヘクケール，耕作者が4788

人， 34万6934ヘクタールであり，平均をとるとそれぞれ

l人あたり32ヘクタールおよび73ヘクタールになる。こ

の収用対象地のうち，収用が執行されて「フォンド」に

組み入れられた土地面積は， 49万4101ヘクタールであ

り， 5000件の異議申立が行なわれた。土地配分を完了し

たのは35万3196ヘクタールで，受益者は2万9798人，す

なわち 1人平均11.8ヘクタールになソたわけである。

第2段階は第l段階に比へてはるかに禄維な作業が要

請されるだけに完了が遅れているといえよう。しかし，

進行中の町村，未着手の111冊［村をみると，いずれも土

地の細分化が激しく零細な不在地主が多い地方であり，

土地収用の対象になりうる土地がわずかであるために，

町村当局が積極的に作業を進｝めないのだといわれてい

る。また初めから土地の再配分を必要としない町村が

113にのぼっている。

以上の第1段階と第2段階を合，:1ーすると，受益者と配

分面積は第8表のとおりになる。また配分を終えていな

い土地が，第1段階では7万50附ヘクヲ－.rl,，第2段階
では30万3450ヘクタール残ってL、るから， 1人あたりの

割当面積を二つの段階の平均13.7ヘクタールと仮定する

と，あと約2万7000人が受益者になりうることになる。

したがって最終的には 145万へクタールが11万人に配分

されることになる。

第1の問題点は，この数字をどう評価するかにかかわ

Jている。第1次土地改革に比べると.m口積では2分の
l，受益者数ではほぼ同数にあたるが，竺i時との条件の

差を考えるとやはりきわめて大がかりな事業であること

は疑いない。在来の社会主義部門とあわせて，約28万人，

土地面積にして約350万ヘクタールが，政府の直接統制

下に入ることからいうと，固有化政策がさらに前進した

ということができる。

第8表

三量的お fz
割当面積
（ヘクタール）
1人当平均
（ヘクタール）

土地配分 11＇（ 以

｜第1段階

53,6U 

788,284 

14.7 

mz段階合 計

29, 7981 83,472 

353, 1961 l , 141,480 

11.8! 13.7 

（出所）
1975. 
Revolution africaine, No. 569, janvier 

しかし受益者数からいうと， 1966年セL千ス時におけ

る季節農業労働者数（57万人）と比べても不十分である

ことは否定できない。とくに「農業革命」によ勺てノl、作

動j度が原則として禁止され，労働力原用がピーケ時lこ限

定されただけにその社会的影響はiきわめて大きいだろ

う。またl人あたり13.7ヘクタールという平均配分面積

は，自主管理農場の常勤労働者l人あたり経営面積に比

べてやや低く，しかも土地の質は一般的にいって低いわ

t十1ぜから句 U主特理農場の常勤労働背なみの所得を保証

することは凶難であるとされている，：／t2 ¥ したがって1

人あた；）の宍1J"j j訂積を減らすことによ〆》て受益者数を増

加lさせることは，土地生産性を急に高めることができな

ヤ以上，まず不可能である。

この点からいって，土地収用の対象から除外された土

地が127方ヘクタールにのぼっていることが問題になる

であろう。これらの土地が十分に利用されているかどう

かは疑わしいので，農業生産の向上という点からみても

将来の課題になるに違いない。とはいえ，それが所有者

の家計を維持する上で不可欠な土地である場合もあるだ

ろう L,｛反に収用して分配したところで受益者が10万人

罰増加するだけで，雇用問題の解決にはほど速い。むし

ろこの 127万ヘクタールは社会的安全弁になサていると

いう見方をとるべきであるかもしれない。

つぎに問じ受益者の問題ではあるが，地域格差の存在

が大きい問題になっている。全国的にみればン有資格の

候補者に対して受益者が少ないことは上に述べたとおり

であるが，大都市周辺では非農業部門の雇用機会が多い

止めに候補肴が之しく，割当を受けた｛をでも辞退者ーが続

出するとし、う事態が起きているのである。これは，受益

者の優先順位が同一町村内と定められてL、ることによる

といわれるが，実際上，遠くへ移住させることには他に

も多くの障害があるととは疑いない。ともあれ大がかり

な人口の再配置政策が必要であり，そのために「社会主

義村計画Jが役立つのではなかろうか。

8ラ
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筋9表各績協同組合設立数

一－Ti1州戸忌－＊ ,, 
生産協同組合 I 1,748 I 1,854 
共同経営組合 i 601 I 214 
土地改良集団 I 572 I 186 
農民互助集団 I o ! 86 
個別興家｜ 2,316 i 3,906 

:l, ｛封［）2
815 
758 
86 
6,222 

（出所） R，目’olutionafricaine, No. 569, janvier 

1975, p. 18. 

第10畿各種協同級合設立数 (1973年3月現従〉

「一一一「一一ーですn；あア…「i'~I
I I たり配［ 均」平均
l'H主者数｜配分1!1i杭分面積［眠白糸rギ千二｜組合
I I，ムケ山／へク＼I悼川？？；？｜員数－

I c人） fl..：.川；-Ji lj~lc人）
一両副…41·45~ .－州 ！~~ . 611, 3~91 i計1…
共同経営調ift! 11,5801 97,587! 8.41 707 J:l816.4 

開発イ＇tml 6,650i 59,2% s.9 25日 2:l625.8
個別経九一｜ 1,120i 5,769; 5.21 ｜ー；一

三－－；－日瓦瓦雨戸ir叫両2
（出所〕 El Djeich, No. 121, juin 197:1. p. Hi 

第2の問題点は，経営段式と残業生産u,u:1主主である。

第1段階と第2段階によって，生み出された各種協同

組合を形態別にみると， 1974年末現在で第9表のとおり

である。形態日ljの経営規模｛とつL、てはっきり Lた概念を

うるために，データは古いが第10表を，) ＼十.／Jllえておい

た。協同組合法の越旨によれば， 「生産協同組合」は集

団化の最高形態であり，条件が整い次第他の形態から移

行するべきものであった。ところが「生産協同組合jが

全体の制%を占めていて‘ 「開発集団JIt，わずか14%

にすぎない。このことから，条件が整備されたと考える

のは尚早であワ，むしろ農政当局の指導の結以， f生産

協同組合」が増加したともっぱらいわれている。一般的

に割当地の条件はよくなくて土地改良を必婆としてャる

のに，それに適した経営形態が選択されなかJノたわげで

ある。

これらの協同組合が発足してから2～3年しかたって

いない現在，まだ経営成果を論じる段階ではないが，そ

れでも197叫ム11月の農氏連合大会などで出されたp義民の

要求などから若子の事実を拾っておこうc

土地配分を受けた後はじめての収穫をするまで，受益

者は現金150ディナーと食糧の供与をうけ農具種子肥料

の供給を保証されることになっている。幾民の不満は，

86 

生活補助の水準が不十分であること。生産資材の供給が

遅滞すること，自宅から割当地への距隙が遠く，交通手

段がないためtこ往復時聞がかかりすぎること，などにrt,1

けられている。 1974年末までに「総合幾協」が409結成

されたが，そこへの供給体制ができあがらないので円滑

に機能しなかりたのである。第1年度（1972～73〕は，

天候条件が悪か，pたごともあずか J，に穀作地帯ではお

おむね赤字を／IiL、果樹・野菜栽惜の組合でわずかに利

益が上ってu、る。第2年度については，今年（1975年〕

に入ってから新聞で利益配分をした協同組合の記事をし

きりに掲載してL、だが，まとま だ結果は不明であ応、

Liこ述べた和百条件ーの不備は可 L 、 j、 ii~過渡的現象でふ

り‘いずれ改者されるに相違ないが‘経営成果が百人、U?:

閣のーっとして，自家消費の増加があげられている点は

注目に値する（ここでいう自家消費とは，生産量と販売

：，＼：の差であり，経’討のための中間消費と組合員の最終；）＇ j

符を含んでいるJ,.i Lも「農業革命Jの目的を農民の生

川水準向上に色l江を在まいて考えるとすれば，自家消費円

増加は目的の達成にほかならないし，非農業部門向けの

食糧生産の増加を重視すれば脱法行為ということにな

る今同じミク口の水~iーでも組合日の家＂十と組合の経’：：t,&

't内閣には矛！百があ i，また7 ケロの水準でみたl司jそれ
済との矛盾も大きな問題である。それを誰が，どう解決

するかということから第3の問題点がうかびあがる。

「農業革命」の背景には，独立闘争で大きな役割を果

たした農民大衆の強い要求があり，実Jj包過程におL、て1,

大衆祖織を通じた大衆の参加， ざまさ、主なキャ1ぺ fン

による大衆動員がはかられている。また使用される営業

は，きわめて急進的である。それにもかかわらず， 「農

来事命」は基本（1りには上からの改革どしての性格をも

てL、る，とU、わなければならなL、ρ 実施過程に，.，，、ての

'}~ './i 
るべきであろうが，新聞記事やインタビューの印象をま

とめると，ほぼそれに疑いはないと思われる。端的な例

を1、げよう。 yj:ζ？？にl、れば，拡大田「村人民議会院大ぎた

闘技をもっており‘弘、令にしたがL、現地の実情仁J芯じて

独自の決定をしうるミとになっている。ところが実際に

は，町村で結論を出さずに中央の指令を待ってそれに従

う傾向があるという「このことは，官僚機構と地方自治

の問題，農村の下士会構造の問題とL、う二つの角度から接

近できるだろう。

アルジエリアでは， 1967年に町村人民議会， 1969年に

県人民議会の選挙が行なわれ，地方自治制度の基礎が築
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かれたが，県知1中；士｛fffi)jj,lj( &, • 1，公選の町村主j・宍；（町

村人民議会議長）；土，そのrn1w・1ごiこ置かれU、て， q，央

集権的体質i土浪＇.J）.＇てレない。それに裂で苧 C,1では，男、

とUIJ村，農政 •J\.f},）討が協力｛十；：Ill］合組1んてし、るが．得i'i'FJl

の縦川りの権限分jl［がiよ., :S: :i L 九、二地方行政は内

;J,'.;'i＇，良政は：史~： Ji'.c. T?轄がうナ刀ゐ；／LてL、る.そこで地方
l ；、ルでは調整を.）けることえいむす一方・Lf、 と1寸－;111:J:

qiリtOl｝行？？企j)pく結果になる，j》IrCふる＇ cp tj~ L一、、止で

は Itl. lK：革命令！比i十議会jが｜在｜喫そも，ているが．たん

に基本力主Ii定めるだけでたく， J;！店制Illiに.＇，，、ご主’支

に多くの通i主を/JiI＿日、／ふれ

またj~村社会のflUJかれみると，農村でを三絡をれつれ

は名＂I｛家.J也i＇討であ盲人での勢力 i土，j也｝）議会とj也Jj公
応ttにく L司こん・c＼、玉。その,1,',,:, j主主回J）排除をめFす

iお174条の広義カ‘大さかー》たわけだが 地刊誌土問装f:11

械による名J室内分1~. l二地のij発的拠出；こよ Jて，その

in重用告とまぬがれ、 主主主、主な形で［！妥当E革命J. ＂のおUit

や什；jミケージコをつ J；けているとL寸，；／lてし、る。そjLカミ

11f能なのは農民のち.bilがl];,)Jc'守はなく、辺氏ーのコ.-J',ol ,'{' 

ーが解放.：＇＜ lt C L、なし、芯‘fであるo tH（の努力11；土‘ f'Ht

i出企を通じ〈行なわれる建前であるが，！完封迷子7；土分会

と支i郊の選手全終えたiもほとんど機能してし‘t;L、n 良
十村J現実在日荘iりもしくカ1って、、るi晃代が;Ji/Jきはじめな

L、から，地u，；の税U；行為が可能になる L, ／ことえば士
l也調ftに際 L て 1~t'Wチ瓦ω全両f\J;i用の上うな技術と義的

:Ji語、に｛Mrせ3るをえたくな I），さらには， -』J::7く出j村
人民議会Jよりも円支tli委員会」のほうがリーグーシッ

／のをとると k、う：｝吋患をKlくことになるのである。

民l(O）参IJIIと大衆重IJ[iがこのような＊挙にとど支る｜以

VJ , [ 農業11',:iりがIH!'i｛と L C，、る生産関係の根本的変
革を達成することは t,.• Fかしいが． 「設七革（if)jのj.ffilJ(

に伴ってこの状況uff，がどの上うに変化するか‘注110
.hるところである。

以後に第4のli'.J題ぶと Lて，｜設業革命jと土地所ff,

な品、でもj司家所有の／l¥li出こっし、ご述－、てむきょこL、c 戸 I;':.

業革命」の実施以前は土地部！JI支からみると、：5ま，＇｛ :le ,n 

形態が｛井rrLどL、た。伺訂地， ブランス訟の適用をうけ
どlJ血｛11ikに登録されfこj主了n也，ムルケj世；i-:, ', 7' ){..::. 
ュJl!l，，、ーノ、ウス地などむふるοjをの三つの形態；土，植民地

以前からつ d ; ＇，、／こ （・, ＇） ム法・慣習法的一日也制度 Cあり，

£i: ,, ＇年）］の 1/.¥Jに111絞によ v》ごおn分｛じがすすみtt{f権者が

増加して，権利関係方・：m綜L，土地台中｝こも発vi/i0.h（＇，、
なか..，た。 1:;2lfn{jの杭宍地支配を1虚［.て土地布、有市lJの

確立をめざす土地政策が実施されたにもかかわらず，マ

ゲレプ社会のf,士均ともいうべき土地共有制が崩壊しなか

〉えわけである。とい勺上旬）もti直民地支配がめざした土

地ijjljf支の近代化は，本来部分的な近代｛じであり，ヨーロ

r パ人のJ人11Ul自の確保さえできれiJ，マージ十fレな伝統

的農業とそ円u也市I］／支をが〔i亙tるほうがよか J Jたのであ
る。

：~;i 次上地改革が対象としたのは．このフランス法の

適用をうけた官、有地だけであ－，tこがp 「農業革命」一一
第2；欠上地改革 では，すべての土地を対象として土

地調査が行なわれ，惟利の確定，権利書の交付が行なわ

れた。し方、しその結果とし〈確立されたのは，士J也私有

制ではなかす、た。すでに皿で述べたように，「決業革命」

の受益訂；土永代用益悔のみを与えられ．自作農の土地所

rr権に大きな制限が加えられたからである。法的にし、え
;J. frリ古では完全な｜茸家所有・cあり， i長者 Cは［説家は上

級所イI憾のみをもっと L、う点で異なっているが，実・i証！iJ

には，↓ヰ！下のん11.棄と凶家計尚一による耕作規制への違！ぷが，

1J,j-lfともにm益惟の喪失を招くという点では共通してい
る。そこでfil,J者を合めて凶米所有とみなすことができる

のごあリ、そのことかん「農業革命」による国有化政策

の成井とは，［ 7ォLl、」に組みこまれた七l也に限られず，

長H位全（年にわた〆ごいるとレうことができる。

この点で，花il（地時代に実現主れたu也市！Jr支の近代化
に比べ亡， また節 1次土地改革に比＜・c，はるかに広範
｜唱な,1,lj／主的己主J革であり， lM宅地ゲJな近代史を百lとする意

味をも〉てLIる。しかし国家所ITと1.、ろのは，それL!'l f本

では多義的な概念であり，アヰジェリマ型社会主義小竹

筒Jj'J基礎としての｛民lJ1目だけでなく‘他民地化以｜河川七地

市I]/£ （ さ九にはイスラム l司，~，）への［ 11})jj1ーという HUJ而もも

ってし、るつ／HJ題i土、｜説家所有の:J：体である国家が現実に

どのように機能してレるかにかかわ.＇てνるが，その二号
奈は本名古の範囲をこえーっ、る。 ！日立業革命Jが権力構造

にどのよ行 t；影響を与えるか‘やはり；i廷の重IJきに注目

して、、主たし、と I~－ う O

u, l〕 I＼果じ凶 lこ；t , 197:$ ii. , I J Jえ丘に いこ，
IアF：業千j』j ' l」、＋竜t:,t. Tn 

'+・ :i【にl¥lj～＇＇じヲhが》、ミJ。 1974°1 ：！；：現丘二 J川、 LI.~ 

Rh•olutiu11 uJnc山，，，.，：－；マ0.569, 1975年l・' j主ill＇，・.ん。

U':2〕 /;I! ~J 日hftiい，』1l4：ご県ことにl也h点目lj.＇）基母

rmfAか定／／） 1・, j IてU ＇力、， ,, j ) ／）） ；位以井市込大主、

注ir11七日 0.5へヲタ ノLti l'.t' .:] i並ぬi生て；：20～30

ヘゲヤ－ ,: L開予かE〆ろ。く才、 lくi,
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1975090090.TIF

～，「一一一現地報告ー」J「ザー～一～~『一一一」－－

Commission Nationale de la R己volutionAgraire, 

Dossier sur !es fourchett，：予sd’attribution, Alger, 

〔1973],190p. を参照。

(il :l〕 ムルグj也。はばローマ法つTi、有地に近い家

』主：Itfr)也。

V むすびlこかえて

4カ月半のアルジエリアでの滞在期間はあ， iと＼、う F,lj

にすぎて． r;;i業革命Jの調査だけでなく，現地調売の
中心と考えてu、た農場調査も思うように進捗しないまま

に，心を残しながら今年の2Jll、匂；こアルジ乙をあとに

した。滞在中は， ［農業革命Jやそれを推進「る「革命

政権Jにつ1ぜ、ての情報iJiJi多ともいえる環演のなかにし、た

わけだが， i亘境をひとたびこえると，今度はそうした仏：
報がまったく入らなくなってしまうっ千ュニジ・r, リl

ヤのような同じ丙アラ戸の国々で i－でにそう痛感しとい

たので，日本での宇治ーは覚悟し C＇－、！.いれども‘対／〉て

みるとこれも予想以上であった。

アノレジコリアについて，日本の新挺Hこのるのは， もわ

ばら国際会議での発言と態度ぐらL、のものだろう。函連

の！資源総会，産油i)l会議，あるャ；土t!tW婦人会議につい

ての報道だけにもとづいていると，第三世界の急先吉年，

既成のi世界秩序に攻撃をしかける挑戦者どしてのアルジ

E リア.1 ／ージぷl,',I主るのではないだ、ろうか。それはそ

れで誤.，てfl:いないとtI，思うが，アノレジェにいて見てU、

ると，工士鞍というよりは，むしろ紡衛としてのjll,IJ面が感

じられてならなかマ〉たC ]'l73年の石油値上げによってた

しかに，貿弘収支の改善は著しかったが，先進資本主義

国からの輸入に依存しているだけに，インフレの影響が

大きく，とくに農業部門iこしわょせが来ていることを痛

感した。 1975年度予算では，インフレの翰入をくいをめ

るための補助会支出がかさみ，また資本財の高総でちょ

うど公刊されたばかりの第2次4カ年計尚書（1974～77)

にも大きな手直しが必要であるど忠われた。先進資本立二

義国との経済格差i土放置すれば、ひろがるばかりであ 1).

格差拡大の趨勢をくいとめ上うとすれば．多大の犠牲が

必要になる。石油以後に備えて工業化を推進すれば，国

内での部門格差，地域格差が拡大し、その是正のために

新たな迫力日投資を迫られることになるわとJ土いえ工業｛と

を急がずに．農業開発に重点を置くとすれば＼また終工

業を重視すれば，国際分業における不利な立場かt，脱出

するととができないη 三うした乙、L＞？のなかで7ノレ乙

エリアの選択は，重工業を重組し，同時に「農業革命」

BB 

を実施することだった。

このような脈絡で考えると、 「農業革命」には対症療

法的な側面があることがはっきりするだろう。 「農業革

命」の狙ャは，それをjれなる対症療法にとどめないで根

本的な構造改革に結びつけようとした点にあるが．石油

危機以後の国際経済情勢力、らみると，その客観的条件が

さんにきびしくなったことは確かである。

アルジエリアに限らず，アラフ諸国は．日本にと v pて

情報の而で依然として遠い闘であるとしても．石油成金

以外に農民もいることを忘れない程度の注意を払うこと

が必要ではあるまいか。

（調査研fit: ,i1) 
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